
取組一覧表の更新

令和８年２月２５日

令和７年度 天竜川上流 流域治水協議会
資料２-１



流域・ソフト対策　市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】
1．一覧表への記入 ※昨年度からの更新

①被害の軽減に向けた治水対策の推進（天竜川上流本川、指定区間河川における対策） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり なし なし あり なし あり あり なし あり あり あり あり なし なし あり なし なし あり

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー

②地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　 　 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村

県、市町村

市町村

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村

各戸貯留施設の費用補助 市町村

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施）

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村

河道掘削、樹木伐採 県、市町村

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村

〇 ● 　 　 　 　〇

　ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進

松川町

市町村

辰野町

　〇 △ 〇 〇 〇 △ 　 　 　 　

箕輪町 中川村

　 　

　 － 　

富士見町 原村伊那市

流出抑制の取組

河道・管理施設等の適切な
維持管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等の植生管理 国、県

国

堤防、護岸、排水機場等の被災施設の復旧 国、県

気候変動に向けた検討

治山事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県

○ 〇

〇

○ 〇

○ 〇

○ 〇

堤防裏法尻の補強・天端舗装

◎

○

△

－

　

〇

施設規模を上回る洪水に
対する取組

気候変動を踏まえた治水計画の検討を行うとともに、必要な対策を実施 国、県

堤防の強化（浸透対策等） 国、県

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰などの河川管理施設について、更なる洪水被害軽減の可能性について検討を行うとともに、必要な対策を実施
既設ダムを有効活用した洪水調節機能確保

国、県

中川村南箕輪村

南箕輪村

河岸侵食対策（護岸等）

長野県

国、県

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

危機管理型ハード対策

〇

〇

○

岡谷市

　〇

〇

△

〇

　

△

〇

－

〇

　〇

〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施者

県

河川水位の低下及び洪水
流下断面を向上させるため
の取組

洪水が円滑に流れやすい河道整備の
推進

横断工作物の更なる改築 国、県

砂防事業による流出土砂の抑制 砂防堰堤等の更なる整備 国、県

既存洪水調節施設等の最
大限活用

釜口水門放流量の増強

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承

国
（国土交通省）

岡谷市

被災施設等の迅速な復旧

洪水調節機能の強化 洪水調節機能の強化 国、県

水位低下対策（河道掘削、樹木抜開）の更なる推進 国、県

堤防整備の更なる推進 国、県

国、県

土砂バイパス施設の運用 国、県

－

－

－ －

－

〇

治山事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

諏訪市

　

〇

－

－

〇

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村

県、市町村

茅野市

茅野市

△

〇

〇

〇

〇

〇

諏訪市 下諏訪町

下諏訪町

富士見町 原村伊那市 飯島町

飯島町

箕輪町辰野町

　 　 〇

　 　 　

　 　 　

　 　 　

宮田村

宮田村

　 　 －

　 〇 　

● 　 　

〇 　 　

△ 　

　 　

松川町 高森町

高森町

△ 　

△ 　

　

　

　

－ △

－ 　

阿南町

阿南町

阿智村

阿智村

　 　

　 ◎

　

下條村

下條村

売木村

売木村

天龍村

天龍村

泰阜村

泰阜村

大鹿村

大鹿村

喬木村

喬木村

豊丘村

豊丘村

〇

○ 〇

○

－

○

○ 〇

○ 〇

●

●

●

－

－

－

　 　 ●

　

　

　

　 〇 　 〇

〇 ● － 〇 　 　

　 〇

〇 　 － 　 　－

－

－

－

〇 〇 －

〇

長野県国
（国土交通省）

飯田市

－

－ －

－ －

－

－

　 〇 　

　 － 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 － △ △ 　 　 　 　

　 　 　

● ◎ 　

　

　 － 　 　 　 　〇 　 　 　 　 　 〇 ● 　 〇 ◎ △ △ 〇 　

　 　 　 － 　 　 　 　

　 △ △

〇 △ 〇 〇 　 　　 　 〇 － 　 　 　 〇 〇 　 － － 　 　 － 　 　 　　

　 　 ● 〇 〇 〇 　 　 〇 〇

　〇 　 　 〇 　 〇 　

△ 〇 　 △ 〇 〇 〇

〇

　 〇

〇 　 － 　〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 　 〇 〇 〇 〇 －

　 〇 　 　 － 　 　 　

〇

〇 〇 〇 〇 　 　〇 　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 　 〇 　 － 　 　 　 〇 　 〇

　 〇 ● 　 － 　　 　 　 － 　 △ － 　 　　

〇 　 　 〇 〇

－

　 ● 　 △ ● 　 － 　　 　 　 － 　 　 － 　 　 　 －

　 　 　 － － 　 　

－ 　

　 ●

　 　 ● 　 －

　 　 　 △ 　 　 － 　　 　 　 － 　 　 － 　 －　 　 　 － － 　 　 　 　

　 　 　 　 　　 　 　 － 　 　 － 　　 　 　 － 　 　 － 　 －

　 〇 － 〇 〇 〇〇 〇 　 　 〇 　 　 　 〇 　 　 △ 　 △ 　 　 　 　

　 － －

　 － 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 －

　 　 － 　 　 　 　　 　 　 － 　 　 　 　 　 　 △ 　 　

　 　 － － 　 　 　 　 　

　 　 　

　 　 　 　 　 － 　 　〇 －

● 　 　 　 〇

－　

　 　 　 　 　 　 　 〇　 　 　 　 　 　 　 　

－ 〇● － △〇 　 　

〇 ● 　 △ ● 〇〇 〇 〇 ● 〇 △〇 　 〇 ● 〇 ● 〇 〇 　 〇 ●

◎ 〇 　 ◎ 〇 〇　● 　

●

飯田市

〇

－

－

〇

　

　

　

　

〇

〇

〇

－

－

－

－

〇

－

　

〇

〇

－

〇

駒ヶ根市

駒ケ根市

　

－

〇

：今回修正箇所
（※次ページ以降同様）

凡例



③減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

○

　

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナビ等による
公表）

市町村

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナビ等による
公表）

国、県

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県

AIを活用したリスク周知 市町村

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情報
発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入してください。） 県、市町村

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成等を支援 県、市町村

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村

避難確保計画の作成と訓練の推進
要配慮者利用施設への避難確保計画作成、訓練の指導、支援
つなげる防災教育の実施（R6年度から）

県、市町村

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村

災害伝承の為の記録提供
国、県、市町

村

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の
実施

国、市町村

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画）
つなげる防災教育の実施（R6年度から）

県、市町村

土砂災害リスク情報の現地表示 土砂災害リスク情報の現地表示の推進 県

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取組（ハザードエリア
等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村

　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村

　〇

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村

インフラDX等における新技
術の活用

箕輪町

　

中川村

　

　 －

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体

－ ◎ 　 　 　△ 　 　 　 　 　

　

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨に
おける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

●

〇

●

●

国
（国土交通省）

長野県

　

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村

岡谷市

◎

〇 〇

〇

三次元管内図による浸水想定の見える化 国

内外水統合の水害リスクマップの見える化 国

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村

気候変動を踏まえた浸水想定区域図の作成 国

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

つなげる防災教育の実施
砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施

県、市町村

諏訪市

〇

茅野市

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

下諏訪町 富士見町 原村伊那市

－

飯島町

〇 〇

〇 〇 ●

〇

〇

宮田村

〇

〇 △

高森町

〇

　

〇

　

阿南町

　

阿智村

　

下條村 売木村

　

天龍村

－

泰阜村

△

大鹿村

　

喬木村 豊丘村

　

松川町南箕輪村辰野町

　 　

　

　 　 　 　 △ 　 　 　 　　

　

　

　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 △ 　 　 　 　 　 　

　 －

　△ 　 － 　

〇 〇 －

　 － 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

△〇　－

　

●

　 　 　 　 　

　 － 　 － 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　

　

－ 　

　 － － － 　 　 　 　　 　 　 〇 　 ◎ 　 　 ● 　 　 －

　 　 　 　 － 　 － 　 　

　 　

　 ○ 〇 〇 〇 〇 　 　〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇 　 　〇

〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 　 　 　 ◎

　 　 ● 　

　 　 　 － 　 〇 － 〇 　

● 　 ● 〇

　 ● ● 　 〇 　 ◎ 〇 ●

〇 　 ◎ 〇 ●

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 ● 　 　 △ 　 〇

●　 ○ 〇

○ 〇 〇 〇 〇 〇 　〇 〇

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 　 ●

　 ● 　 〇 〇 ● △

〇 ● ● △ 〇

○ － 〇 　 〇 　　 〇 　 〇 　 〇 △ 〇 　 〇

△

〇 〇 　 〇 　 ● 　

　

● 〇 ●

● 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

－

〇 〇

　

● 〇

　 〇 〇 〇

　 〇

〇

〇

　 〇 　 ●

△ ● ● 〇 ◎

〇 〇 　 〇 　 〇 ● 　

〇 〇

○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇

〇 　 ● 〇 〇 　

　 － 　 〇 〇 　 ◎ 　

　 ○ ● 〇 〇 〇 〇

〇 〇

● 〇 ● 　 　

〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇〇

△

〇 　 ● 〇 　

〇 〇 　 〇 　 ● 〇

　

　　〇

〇 〇

〇 　 △ 　

● 　 〇 〇 ●

　 ○ 　 〇 　 　 　 　　 ● 　 ◎ 〇 ● 〇 　 　

〇

〇

〇 　 　 　 　 　 － 　－ 　

〇 〇 〇 ◎ 〇 　　 ○ 　 〇 〇 〇 △ △〇 〇 ●

　 　 ● 　

　〇 ● 〇

△

△

　 ○ 　 － 　 　 △ 　〇 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 △ 　

● 　 〇 － 　 △ 　 　 ◎

　 　 　 　 　

○

〇

〇

　

○ 〇 〇 〇 〇 〇〇 ● 〇 〇 〇 ● 〇 〇〇 〇 ●

○ 〇 〇 〇 〇 　〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇

〇 〇 ● 〇 △〇

〇 〇

○ 　 〇 　 　 　〇 〇 　 〇 〇 　 － 　 　 　 　 △ 　 〇

〇 〇 ● ● 〇 〇 ● 〇 〇

△

　 ● 〇 〇 　 〇 ●〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 △ △ 〇 〇 ● 〇 〇 　 〇 〇 △

〇 〇 〇 ● 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 　

〇

○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 　 〇 〇

〇 〇 〇 ● ● 〇 〇 〇

△ 　

○

〇 〇 〇

　 ● 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 － 　

　 　 　 　 ◎ 　　 　 　 　 　 　 　 　　

〇 ●

　 　

　 － ● 〇 〇 　 ◎ △〇 〇 〇 ● ◎ ● 〇 〇 ●

　 　 　 　

　 ● 〇

　 　 － 　　 ○

　 　 　

〇 　 ● 〇◎ △〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇 〇

　

〇 ◎ ● － 　　 　 ● 〇 〇 　

◎ ● － 　 〇

　 　 　 　　 － ● △ 〇 　 ◎ △　　

〇

　 　 － 　 　 　

　

●

　 　 　 〇 　 　 　 　△ 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　

〇

　

◎ 〇　 － ● ◎ ◎ ◎ △△ 〇 〇 ● ◎ ● 〇 〇 〇 ● 　

　 ○ ● ◎ 　 ◎ △△ 〇 〇 ● 〇 ● 〇 〇 〇 ● ●〇 － 　 〇 △ ◎ 〇 　

● － 　 〇 △

　 ● ● ● 　 ●〇 〇 〇 ● ● 　 〇 ● 　

　 ○ 　 　 　 　 　　 　

　 ● － 　 　 － ● ● －

　 　 　〇 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 － 　　 － 　 － 〇

　 　 　 　 　

〇 ● － 　 〇 〇 ● ●

　 　 　 　

　

△

〇 〇

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇〇

〇

〇

　

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇 ● 〇

　 　

〇 　 　〇 〇 〇 ● 　 　 〇 　 　

〇 ● 〇 　 〇 ● 〇 〇 　 〇 　 〇 　 　 ●〇

〇 ● 〇 　 〇 ◎ ● 〇 〇

　 　 　 　 △

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 ● 〇 　 〇 ● 〇

〇 　 － 　　 ○ 〇 〇 〇

● 　 　 ● ●〇 〇 ● 　 ● 〇 ●　 ○ ● 〇 〇 　 〇 ●〇〇

△

●

　 ○ ● 〇 〇 　 　〇 　 〇 　 〇 　 〇 　 　 　 　 － 　 　

　 〇 ● 〇

　 　 △ 　

〇

　

〇

飯田市

　

〇

〇

〇

〇

〇

〇

△

〇

△

〇

〇

〇

〇

　

〇

　　

〇

　

　

〇

〇

〇

　

〇

駒ケ根市

　

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

●

〇

－

　

●

〇

●

　

－

●

〇

△

〇

〇

〇

　

　



③減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
国、県、市町

村

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同
巡視の実施

国、県、市町
村

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村

〇

〇

〇

〇

　 ● 〇

箕輪町 中川村

〇 ● 〇 △

　 ○

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 長野県 岡谷市
国

（国土交通省）
諏訪市 下諏訪町 原村伊那市 飯島町 宮田村 高森町 阿南町 阿智村 下條村 売木村 天龍村 泰阜村 大鹿村喬木村 豊丘村辰野町茅野市 富士見町飯田市

〇

● 〇 ● 〇 ● 　 　 　

　 　 ◎ 〇 〇 〇 〇 　〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇 〇 　 　

松川町南箕輪村

● 〇 〇 〇 ● 〇 　

　 ○ 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇

〇 〇 〇 　 〇〇 〇 〇

　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　 　 　 〇　 － 〇 〇 〇 　 　　 〇 　 ● 〇 　 〇 　 　

　 ○ 〇 〇 　 〇 　〇 〇 　 　 　 　 　 　 　 　〇

　 　 　 　〇 　 〇 　 　 　 　 　 　〇

〇

　 － 　 〇 　 　 〇 　

〇 　 　 ● 　

　　 〇 　 　 － 　 　 　

－ 　

　 　

　 　 　　 － 　 － 　 　 　 　　 〇 　 　 　 ● 　 　 　

　 〇

　 　

　 　 　 〇 　 〇 　 　〇 〇 　 　 　 　 　 　 　

－

〇 　 　 　 　 － 　 　 　 　

　 　

　 　 　 　　 　 　 △ 〇 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 ○ 　 〇 　 　 　〇 〇 　 ● 　 　 　 　 　〇●

　

〇

　 　 　 －

　 　 － 　 　 　 ● 　 　

〇 　 　 ● 　 　 　 　 　 　〇 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　〇 　 　 　 　 　 　

　 ○ 　 〇 　 　 　〇

　 － ● － 〇 　 　 ●　 －

　〇

　

　

　 － 　 － 　 　 　 　● － 〇 　 〇 　 　 　 　

　 ● 　

　 　 　 〇 　

　

　 〇 　 　

　

〇

〇

〇

〇

〇

〇

　

〇

　

〇

〇

　

駒ヶ根市

〇

〇



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・被害の軽減に向けた治水対策の推進（天竜川上流本川、指定区間河川における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13
～22

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

国

2．各自治体における
                  取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施者 国
（国土交通省）

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

被災施設等の迅速な復旧 堤防、護岸、排水機場等の被災施設の復旧 国、県 〇

河川水位の低下及び洪水
流下断面を向上させるため
の取組

洪水調節機能の強化 洪水調節機能の強化 国、県 ◎

〇

横断工作物の更なる改築 国、県 ●

砂防事業による流出土砂の抑制 砂防堰堤等の更なる整備 国、県 ●

R6.7に変更した天竜川水系河川
整備計画に基づき治水機能増
強検討調査を実施

洪水が円滑に流れやすい河道整備の
推進

水位低下対策（河道掘削、樹木抜開）の更なる推進 国、県 〇

堤防整備の更なる推進 国、県 〇

河岸侵食対策（護岸等） 国、県

国、県 〇

釜口水門放流量の増強 県 －

土砂バイパス施設の運用 国、県 〇

施設規模を上回る洪水に
対する取組

危機管理型ハード対策 堤防裏法尻の補強・天端舗装 国、県 ●

既存洪水調節施設等の最
大限活用

堤防の強化（浸透対策等） 国、県 〇

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰などの河川管理施設について、更なる洪水被害軽減の可能性について検討を行うとともに、必要な対策を実施
既設ダムを有効活用した洪水調節機能確保

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承 国 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 国
（国土交通省）

気候変動を踏まえた治水計画
（天竜川水系河川整備計画）を
R6.7に変更

河道・管理施設等の適切な
維持管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県 〇

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等の植生管理 国、県 〇

備考
取組実施予定年度（R2年度～）

気候変動に向けた検討 気候変動を踏まえた治水計画の検討を行うとともに、必要な対策を実施 国、県 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 －

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 －

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 －

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 －

河道掘削、樹木伐採

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 －

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 〇

国、県、市町
村

●

【配備状況】
排水ポンプ車 2台、照明車 2
台、衛星通信車 1台
（令和2年度末時点）

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村
－

県、市町村 －

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 －

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
〇

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 －

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

〇

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 －

：今回修正箇所

（※次ページ以降同様）

凡例



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

赤線は現時点

国

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 国
（国土交通省）

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

〇
令和3年度～令和7年度
にかけて水害リスクマップ
を作成

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
〇

気候変動を踏まえた浸水想定区域図の作成 国 △

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 〇

三次元管内図による浸水想定の見える化 国 〇

内外水統合の水害リスクマップの見える化 国

住まい方の工夫に関する取
組

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴を
踏まえた避難行動の取り組
み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

地域住民や小中学生等を対象にした防
災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村 －

災害伝承の為の記録提供
国、県、市町

村
〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と避
難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 －

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

－

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
●

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の充
実

県、市町村 －

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

－

土砂災害リスク情報の現地表示 土砂災害リスク情報の現地表示の推進 県 －

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入してくだ
さい。）

県、市町村 －

避難確保計画の作成と訓練の推進

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 －

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 －

要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村 －

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 －

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 －

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴を
踏まえた避難行動の取り組
み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 －

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナ
ビ等による公表）

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 －

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
△

国、県 ●

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
△

住民への情報伝達手段の強化

H28公表

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村 －

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 〇

AIを活用したリスク周知 市町村 －

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナ
ビ等による公表）

市町村 －

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 －

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 －

住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情報
発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

【設置状況】
危機管理型水位計　82台、簡易カメラ　40
台、CCTV　37台（令和2年度末　時点）

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

△

〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
●

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

国、県、市町
村

△

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
△

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

△

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
△

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・被害の軽減に向けた治水対策の推進（天竜川上流本川、指定区間河川における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13
～22

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

●

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村
　

県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採

治山事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 〇

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
●

排水ポンプ車等の整備

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 〇

国、県、市町
村

雨水貯留タンク設置

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 〇
飯田運動公園駐車場へ
透水性舗装実施、岡谷警
察署へ貯留浸透施設設
置、等

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 長野県

河道・管理施設等の適切な
維持管理

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 国、県 〇

河道内の堆積土砂の撤去、樹木・ヨシ等の植生管理 国、県 〇

既存洪水調節施設等の最
大限活用

堤防の強化（浸透対策等） 国、県 〇

既存の排水機場、ダム、遊水池、堰などの河川管理施設について、更なる洪水被害軽減の可能性について検討を行うとともに、必要な対策を実施
既設ダムを有効活用した洪水調節機能確保

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承 国 　

気候変動に向けた検討 気候変動を踏まえた治水計画の検討を行うとともに、必要な対策を実施 国、県 △

国、県 　

釜口水門放流量の増強 県 〇

土砂バイパス施設の運用 国、県 〇

河岸侵食対策（護岸等） 国、県 〇

横断工作物の更なる改築 国、県 　

施設規模を上回る洪水に
対する取組

危機管理型ハード対策 堤防裏法尻の補強・天端舗装 国、県 〇

水位低下対策（河道掘削、樹木抜開）の更なる推進 国、県 〇

堤防整備の更なる推進 国、県 〇

被災施設等の迅速な復旧 堤防、護岸、排水機場等の被災施設の復旧 国、県 〇

河川水位の低下及び洪水
流下断面を向上させるため
の取組

洪水調節機能の強化 洪水調節機能の強化 国、県 〇

洪水が円滑に流れやすい河道整備の
推進

治山事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 〇

砂防事業による流出土砂の抑制 砂防堰堤等の更なる整備 国、県 〇

長野県
2．各自治体における
                  取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施者 長野県
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

赤線は現時点

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
国、県、市町

村
〇

長野県排水ポンプ車運用
要領を作成済み

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

重要水防区域の点検を市
町村担当者と毎年実施

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村
〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

伊那建で実施

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

　

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

県、市町村 〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●
R4までとりまとめを実施。
策定・更新は下水道管理
者（市町村）による

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 〇

AIを活用したリスク周知 市町村 －

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村 －

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 　

管内にて地域防災力
向上のイベントを実
施

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 ●

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナ
ビ等による公表）

国、県 〇
諏訪、伊那、飯田建で実
施

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナ
ビ等による公表）

市町村 －

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画）
つなげる防災教育の実施（R６年度から）

県、市町村 〇

〇

〇

土砂災害リスク情報の現地表示 土砂災害リスク情報の現地表示の推進 県 〇
管内で設置

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入してく
ださい。）

県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 　

避難確保計画の作成と訓練の推進
要配慮者利用施設への避難確保計画作成、訓練の指導、支援
つなげる防災教育の実施（R６年度から）

県、市町村 〇

地区防災マップ作成の拡充

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 ●

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 －

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

管内で実施予定

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇
出前講座や防災学習
を実施

つなげる防災教育の実施
砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施

県、市町村 〇
防災講座の実施

災害伝承の為の記録提供
国、県、市町

村
〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

住まい方の工夫に関する
取組

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイムライン）の整
備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨における防災行動の見直し及び
タイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村

　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
△

気候変動を踏まえた浸水想定区域図の作成 国 　

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

三次元管内図による浸水想定の見える化 国 　

内外水統合の水害リスクマップの見える化 国

長野県

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 長野県
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

岡谷市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 岡谷市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村
透水性舗装は舗装の劣
化が早いこと、また凍上
するため現在は未実施。

各戸貯留施設の費用補助 市町村

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村

国、県、市町
村

県、市町村

河道掘削、樹木伐採 県、市町村

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

排水機場の整備

排水機場の整備、増設

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 岡谷市
取組実施予定年度（R2年度～）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤

備考

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村

災害伝承の為の記録提供
国、県、市町

村

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

県、市町村

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村 ●

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

◎

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

住まい方の工夫に関する
取組

浸水センサの設置・運用 国、市町村
インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

〇

　

　

　

〇

〇

　

〇

〇

　

　

　

〇

　

　

　

●

〇

　

　

　

　

　

　

　

〇

●

　

〇

〇

〇

〇

〇

－

　

　

　

　

　

〇



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

令和２年度に水害編を追
加

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画）

岡谷市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 岡谷市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

県、市町村

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県

AIを活用したリスク周知 市町村

市町村

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村

国、県、市町
村

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
国、県、市町

村

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
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流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

飯田市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯田市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 △

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 △

各戸貯留施設の費用補助 市町村 〇

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 〇

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 －

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
〇

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯田市

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

　

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

△

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

飯田市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯田市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 △

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

△

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
△

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

●

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 〇

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

諏訪市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 諏訪市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 －

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 －

各戸貯留施設の費用補助 市町村 －

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 －

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 ●

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 △

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 －

(内水排除ポンプ)

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
△

排水機場の運用の見直し

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 －

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村

国、県、市町
村

△

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
〇

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 －

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

国、県、市町
村

●

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
－

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 －

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
－

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 諏訪市
取組実施予定年度（R2年度～）

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 －

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 －

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

－

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
－

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

　

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

諏訪市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 諏訪市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ◎

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
〇

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県

AIを活用したリスク周知 市町村 －

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 △

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村 ◎

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 －

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 －

国、県、市町
村

〇

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 －

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
△

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

・農閑期低水位管理（５ため池）

・R4～7実施

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

・R3策定→R4～運用

・継続実施

・必要に応じて調査、提供

・広報誌等による啓発

・継続支援

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
〇

・台風の接近・上陸に伴う洪水を対象と
した避難情報の発令等に着目したタイム
ライン（防災行動計画）作成済

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇
・地区防災計画等の作成支援
により安全確保や避難支援の
体制づくりを促進

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村
〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇
・土砂（年２回）、河川パトロー
ルの継続実施

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇 ・防災おでかけ講座実施（年60回程度）
・資機材の整備補助の実施

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇
・計画の見直し支援、避難訓練
視察

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村 　

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇
・防災おでかけ講座実施（年60回程度）
・小中学校授業、高校総合探求の時間
での授業実施

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

・自主防災組織における「地域
タイムライン」の作成支援

・総合防災訓練でのPR
・広報誌等による継続的な啓発

災害伝承の為の記録提供
国、県、市町

村
〇

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 △ ・検討継続

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 伊那市
取組実施予定年度（R2年度～）

・防災行政無線情報の多重一括配信化
・伊那市防災気象情報（現在市内外34
地点の雨量データ公開）の拡充

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇
・指定避難所にポータブル蓄電池配備済
・今後、蓄電池の他、モバイルバッテリー、電
源タップ等通信機器の電源確保の備蓄を実施
予定。

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村
　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇 ・河川改良事業により護岸等の整備
・流域治水事業による  排水路等の整備

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇 森林整備（長谷田城原ほか）

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

・公共施設に雨水貯留施設（タ
ンク）設置

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 〇 ・公共施設新築・改築時、"浸透桝"設置
・校庭等の老朽化した"ます"改修

各戸貯留施設の費用補助 市町村 〇

・一部実施中（大雨時排水しない）
・伊那市農業機械等導入補助事業において、自動給
排水施設補助を推進。
・R6実証実験実施（１土地改良区）

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 〇

伊那市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 伊那市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・随時更新

・随時実施

・広域の課題として検討

・随時更新

・随時実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・継続実施

・国・県等の訓練に参加

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 ●

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
国、県、市町

村
〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

・水防資機材の整備及び職員
対象の土嚢作成訓練の実施

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村
〇 ・消防団員等対象訓練の実施

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇
・土砂（年２回）、河川パトロー
ルの継続実施

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇 ・防災講座による周知及び個別相談

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置

国、県、市町
村

〇 ・継続実施

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

・企業、県との各種実証実験を
継続

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

・「伊那市防災アプリ」の導入（R6～）等発信メ
ディア多重化を実施
・有線放送、CATV、コミュニティFMとの連携

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 △

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村 △

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
△

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村 〇

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

伊那市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 伊那市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

駒ヶ根市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 駒ケ根市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 〇

各戸貯留施設の費用補助 市町村 －

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 －

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 駒ケ根市

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

－

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 －

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 －

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 ●

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

－

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
〇

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
●

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

駒ヶ根市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 駒ケ根市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 ●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 △

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
－

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 －

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 －

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 －

国、県、市町
村

〇

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 －

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

茅野市
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 茅野市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 △

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 〇

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 〇

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
●

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
●

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 茅野市

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 ◎

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

〇

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

茅野市

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 茅野市
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇
R8システムの高度化
を検討

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 〇
内水浸水想定区域図
のみ作成済

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村 〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村
〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国、県、市町
村

〇
内水による浸水対策計
画のみ作成済

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

下諏訪町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下諏訪町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 〇

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 ●

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下諏訪町

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

●

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

　

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

下諏訪町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下諏訪町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 ●

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 　

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 　

　

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 　

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

富士見町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 富士見町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 －

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 富士見町

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

－

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

〇

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 ◎

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

△

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
△

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

富士見町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 富士見町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 ◎

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ◎

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ◎

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 ◎

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

　

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

原村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 原村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

県、市町村 △

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 原村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 〇

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

△

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

　

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
　

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

△

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

原村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 原村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

　

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 ●

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

△

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 △

△

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 △

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 △

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

　

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 ●

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

辰野町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 辰野町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 　

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 辰野町
取組実施予定年度（R2年度～）

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

〇

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

●

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

●

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 ●

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

○

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

辰野町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 辰野町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 〇

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 〇

国、県、市町
村

〇

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
〇

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 〇

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

〇

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

箕輪町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 箕輪町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策 国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 〇

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 箕輪町
取組実施予定年度（R2年度～）

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

　

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

箕輪町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 箕輪町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村 〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信
国、県、市町

村
〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 ●

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

◎

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

●

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
●

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 〇

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
●

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯島町
取組実施予定年度（R2年度～）

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 ●

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
－

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 ●

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

飯島町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯島町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 〇

国、県、市町
村

●

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

●

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

●

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 ●

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
●

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

●

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
●

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

  県  市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ●

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ●

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

飯島町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 飯島町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
　

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

　

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 南箕輪村
取組実施予定年度（R2年度～）

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 〇

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 ●

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

南箕輪村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 南箕輪村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

●

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

南箕輪村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 南箕輪村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
　

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

◎

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

◎

●

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 ●

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

●

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
△

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 ◎

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
●

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 ●

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 中川村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

◎

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
△

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 〇

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

中川村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 中川村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

●

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

●

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 ●

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

　

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
　

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

●

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ●

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ●

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 ●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

●

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

中川村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 中川村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴を
踏まえた避難行動の取り組
み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
　

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇
R6浸水想定区域を追
加し全戸配布済

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇
ハザードマップにて普
及啓発

市町村 　

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成

△

国、県、市町
村

△

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
△

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 宮田村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 　

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 －

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 〇

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

宮田村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 宮田村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

R3中止

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

〇

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 〇

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴を
踏まえた避難行動の取り組
み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 －

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

宮田村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 宮田村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
◎

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

　

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 ●

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
　

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 △

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 松川町

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 〇

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 △

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 △

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 ●

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 △

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

松川町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 松川町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

●

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

　

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

●

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
●

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

△

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 △

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

松川町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 松川町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

●

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

　

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
●

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 ●

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 〇

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 高森町

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 〇

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

◎

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 〇

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 〇

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 〇

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

高森町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 高森町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

　

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

　

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
〇

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

△

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 　

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

高森町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 高森町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
●

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

　

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿南町

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 △

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 〇

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

阿南町
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿南町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 〇

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

　

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

　

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
〇

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ●

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ◎

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

阿南町

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿南町
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
　

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

　

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

〇

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

●

国、県、市町
村

●

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
　

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿智村
取組実施予定年度（R2年度～）

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 ●

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 〇

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 ◎

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

阿智村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿智村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

　

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

　

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

●

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
　

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ●

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ●

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 ●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 ●

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

●

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

阿智村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 阿智村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
△

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
●

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

●

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

－

●

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 －

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 ●

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

●

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

●

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
●

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 －

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 －

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 －

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
－

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 △

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
△

県、市町村 ●

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下條村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

－

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
△

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 △

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 －

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 －

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 －

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 △

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 △

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 －

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 －

各戸貯留施設の費用補助 市町村 △

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 －

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 －

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

下條村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下條村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

－

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
●

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 ●

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

－

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

●

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

●

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
－

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 －

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 ●

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
－

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

〇

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

－

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
－

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

－

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 －

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 －

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

●

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

－

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 －

－

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 －

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
－

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 ●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 ●

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 △

●

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 △

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

下條村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 下條村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

　

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

　

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 　

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

△

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
　

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 売木村
取組実施予定年度（R2年度～）

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 〇

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 △

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 △

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 △

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

売木村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 売木村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

　

国、県、市町
村

　

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
　

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

　

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 　

　

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 　

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 　

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

売木村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 売木村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

要綱制定

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

△

〇

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 ●

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

〇

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

●

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 －

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 －

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 ●

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 天龍村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

●

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 △

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 　

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 　

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 〇

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 △

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

天龍村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 天龍村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 　

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

天龍村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 天龍村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

国、高森町

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
　

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

●

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

　

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 　

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 　

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

●

国、県、市町
村

　

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 ●

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 △

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
－

備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 泰阜村
取組実施予定年度（R2年度～）

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

－

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備 県、市町村 　

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 　

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 －

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 △

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 ◎

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

泰阜村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 泰阜村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

　

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

◎

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
　

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 －

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

　

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 －

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 －

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

△

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 △

　

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 　

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 ●

●

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

泰阜村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 泰阜村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
◎

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

●

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

　

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 ●

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 ●

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

△

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

〇

国、県、市町
村

◎

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
●

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 ●

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
〇

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 △

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 喬木村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
●

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 　

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 ●

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

喬木村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 喬木村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

●

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

●

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

●

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 　

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

●

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
　

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

◎

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 ◎

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ●

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 ●

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 〇

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

喬木村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 喬木村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
〇

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

△

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

◎

　

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 〇

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 〇

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

　

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

◎

国、県、市町
村

〇

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
△

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進 市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村 　

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村 　

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 ●

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 豊丘村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 　

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

　

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
　

　

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
　

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 　

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 　

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
　

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 　

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 〇

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 △

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 ◎

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

豊丘村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 豊丘村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 〇

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

〇

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

〇

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
〇

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

△

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
　

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

●

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
●

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 ●

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

〇

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 〇

〇

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 〇

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 　

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

豊丘村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 豊丘村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



流域・ソフト対策市町村取り組み一覧表【R7.12.31時点】

1．一覧表への記入

・地域が連携した浸水被害軽減対策の推進（流域における対策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色
青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

流域タイムラインの作成 流域タイムラインの作成
国、県、市町

村
　

防災教育や防災知識の普
及に関する取組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

近年の出水も踏まえた水害の記憶の
伝承

パネル展、イベント、水害リスク情報の周知やSNS等を活用した発信
国、県、市町

村
●

災害伝承の為の記録提供

地域住民や小中学生等を対象にした
防災教育の推進

出前講座や住民向けの説明会の実施や、小中学校等における水防災教育の
実施

国、県、市町
村

〇

砂防専門家『赤牛先生』による防災講座の実施 県、市町村

豪雨に対応したタイムラインの普及促
進

新規・既存タイムラインの作成及び更新、避難指示などの発令に着目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証と改善関係者が一体となったタイムラインの想定最大規模降雨にお
ける防災行動の見直し及びタイムラインの作成支援

国、県、市町
村

△

△

住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の
充実

県、市町村 〇

避難誘導マニュアル作成指針を活用した、地域版避難誘導マニュアルの作成 市町村 ●

自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実
施

国、市町村 　

効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布
国、県、市町

村

まるごとまちごとハザードマップの推進
（浸水深表示）

まるごとまちごとハザードマップの支援
まるごとまちごとハザードマップを整備

国、県、市町
村

△

平時から住民等への周知・教育・訓練
に関する取組

●

国、県、市町
村

●

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづく
りの更なる推進

マイ・防災マップ、マイ・タイムラインづくりの支援
国、県、市町

村
〇

学校における避難確保計画の作成と
避難訓練の推進

避難確保計画の策定と避難訓練の実施 県、市町村 〇

市町村 　

水害に強い地域づくり 地盤の嵩上げ 市町村 　

住まい方の工夫に関する
取組

「まちづくり」による水害に強い地域へ
の誘導

都市計画マスタープランや立地適正化計画による水害に強い地域への誘導
立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討及び支援
立地適正化計画に基づく防災指針の作成の更なる推進
（都市計画マスタープラン、又は立地適正化計画にて、水害被害を軽減するための取
組（ハザードエリア等の開発許可の厳格化　等）の記載があれば記入して下さい。）

市町村

克雪型住まい（高床式）費用の助成活
用の充実

市町村

水害に強い住まい（高床式等）の普及・
促進

水害に強い住まい（高床式等）の普及・促進

不動産関係団体への水害リスク情報と
周知協力の推進

不動産関係者への水害リスク情報の提供
国、県、市町

村
　

取組実施予定年度（R2年度～）
備考

インフラDX等における新技
術の活用

インフラDX等における新技術の活用

浸水センサの設置・運用 国、市町村 　

BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用
国、県、市町

村
　

県、市町村 〇

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 大鹿村

大規模災害時における迅
速な復旧支援の取組

緊急復旧などを迅速に行う防災拠点

山吹地区MIZBEステーション（防災×賑わい創出） 国、高森町 －

防災拠点等の整備
新技術を活用した水防資機材の検討及び配備

国、県、市町
村

〇

災害時応急復旧資機材の整備 マンホールトイレ、可搬式非常用発電施設、仮設配管等の整備

開口部が有する遊水機能と排水機能
の保持と伝承

開口部が有する遊水機能と排水機能の保持と伝承
国、県、市町

村
－

－

排水機場の耐水化の推進 排水機場等の耐水化
国、県、市町

村
－

開発に伴う雨水排水規制 開発に伴う雨水排水規制 県、市町村 　

氾濫抑制、内水被害を軽減
する取組

支川、水路における氾濫抑制対策

築堤 県、市町村 ●

河道掘削、樹木伐採 県、市町村 〇

堤防や堰、水門等の適切な維持管理 県、市町村 〇

排水機場の整備

排水機場の整備、増設
国、県、市町

村
－

排水ポンプ車等の整備
国、県、市町

村
－

排水機場の運用の見直し
国、県、市町

村

下水道の機能高度化 光ファイバー活用による浸水被害軽減 市町村 －

国、県 　

既設ダム、利水ダム等による事前放流 事前放流の実施、体制構築 国、県 　

公共下水道の整備 公共下水道（雨水）の整備 市町村 　

支流域の森林整備による流出抑制 支流域の森林整備 県、市町村 〇

流出抑制の取組

ため池等既存施設の有効利用 ため池の水位低下運用 県、市町村 　

「田んぼダム」の更なる推進 田んぼダムを活用した雨水調節機能の確保の更なる推進 市町村 　

雨水貯留施設、透水性舗装の整備等

浸透性舗装、側溝、ますの設置 県、市町村 　

各戸貯留施設の費用補助 市町村 △

雨水浸透施設の整備に関する補助制度（一般家庭に対して市町村が実施） 市町村 　

公園、校庭等の雨水貯留施設の整備、設置促進 県、市町村 　

砂防事業による流出土砂の抑制 流域内の流出土砂対策

大鹿村
2．各自治体における
                    取組実施時期の記入

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 大鹿村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考



・減災に向けた更なる取組の推進（まちづくり、ソフト施策）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13～
以降

●：実施完了　○：実施中　◎：実施予定　△：検討予定　　※該当が無い場合は「－」を記入、該当はあるが実施しない場合は「空欄」 実施予定年度のセルを着色

青字：プロジェクト位置図に記載したメニュー 赤線は現時点

外部人材（地域おこし協力隊・集落支援員）等の活用 市町村 　

国、県、市町
村

　

関係機関が連携した排水実働訓練の実施
国、県、市町

村
　

取組全般 取組全般

地域発　元気づくり支援金の活用 市町村 　

一刻も早く社会経済活動を
回復させるための排水活動

の取り組み

救援・救助活動の効率化に関する取組
大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実
施

国、県、市町
村

　

排水計画案の作成及び排水訓練の実
施

大規模水害を想定した排水計画（案）の検討を実施
国、県、市町

村
　

排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備

避難時間確保のための水
防活動の取り組み

水防活動の効率化及び水防体制の強
化に関する取組

水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実
施

国、県、市町
村

△

自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡
視の実施

国、県、市町
村

　

毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施
国、県、市町

村

大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施
国、県、市町

村
　

防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行えるＭＣＡ無線の整備 市町村 　

〇

水防活動の担い手となる水防協力団体等の募集・指定を促進 市町村 〇

国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施
国、県、市町

村
　

水位計、空間監視カメラ等の整備によ
るリアルタイム情報の発信

水位計、監視カメラ等の設置
円滑な避難活動や水防活動を支援するため、ＣＣＴＶカメラ、簡易水位計や量水
標等の設置
リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信など防災情報の充実

国、県、市町
村

●

浸水想定区域における企業、危険物管
理施設への浸水リスク情報の提供

企業、危険物管理施設へのリスク情報の共有
大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動

国、県、市町
村

　

公共交通機関との洪水情報の共有 公共交通網への浸水リスク情報の周知
国、県、市町

村
△

住民への情報伝達手段の強化
住民が分かりやすいきめ細やかな情報伝達
気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善

国、県、市町
村

〇

国、県、市町
村

〇

マスメディアとの連携強化 報道機関等への情報提供及び連携
国、県、市町

村
〇

下水道BCP（業務継続計画）の策定 県、市町村 －

早期避難に向けた精度の高い降雨予
測、水位予測体制の検討

予測システムの精度向上
水位予測の検討及び精度の向上

国、県 　

AIを活用したリスク周知 市町村 　

支川の氾濫に着目したハザードマップ
等を作成し、リスク情報を周知

浸水想定区域図の作成（下水道管理者による内水浸水想定区域図の作成）
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

市町村 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップの策定

市町村

△

災害の危険度が伝わるき
め細やかな情報発信の取
組

大規模水害における特徴
を踏まえた避難行動の取り
組み

水位周知河川の拡充、洪水浸水想定
区域図の作成促進等による浸水リスク
情報の周知（洪水）

水位周知河川の設定 国、県 　

浸水想定区域図の作成
想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表（浸水ナビ等による公表）

国、県 　

ハザードマップ策定
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定

市町村

　

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな水害ハザードマップ等の周知

県、市町村 　

●

住民への周知
広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの周知

県、市町村 ●

参加市町村による広域避難計画の策定及び支援
国、県、市町

村
　

ケーブルテレビ、SNS等を活用した情
報発信の強化

災害情報等の発信

要配慮者施設の避難に関
する取組の推進

地域防災計画への位置付けの推進
施設への指導、支援
（地域防災計画に要配慮者施設の避難に関する取組が記載されていれば記入
してください。）

県、市町村 〇

避難確保計画の作成と訓練の推進 要配慮者利用施設への避難確保計画作成の指導、支援 県、市町村

地区防災マップ作成の拡充 地域特性に配慮した「地区防災マップ」作成を支援 県、市町村 〇

地域防災力の向上 自主防災組織の活性化支援 県、市町村 〇

〇

避難確保計画の作成につながる講習
会の開催

要配慮者利用施設への講習会の実施（避難確保計画） 県、市町村 △

「災害時住民支え合いマップ」の策定を
推進

地域における「災害時住民支えあいマップ」 県、市町村

大鹿村

主な取組メニュー 主な取組項目 対策メニュー 実施主体 大鹿村
取組実施予定年度（R2年度～）

備考


